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決算期（事業年度の末日）の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会において、2020 年 11 月 13 日開催予定の臨時株主総会で「定

款一部変更の件」が承認されることを条件として、決算期の変更を行うことを決議いたしまし

たので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
１． 変更の理由 

コロナ禍のいま、業務効率を向上することが急務となっており、グループ内での会計処理統

一による効率化、財務諸表の比較可能性の向上、グローバルなグループ経営管理の強化及び

スピード経営の加速を目指し決算期を統一し、経営情報の適時・適確な開示をはかり、経営

の効率化及び透明性をさらに高めるためであります。 

 

２． 決算期変更の内容 
現在  ：毎年 3 月 31 日 
変更後 ：毎年 12 月 31 日 
決算期変更の経過期間となる第 72 期は 2020 年 4 月 1 日から 2020 年 12 月 31 日までの 9
ヶ月決算となる予定です。 

また、現在、決算期が 12 月末日以外の連結子会社につきましても、同様の変更を行う予定

です。 

 
３． 今後の見通し 

第 72 期の業績見通しにつきましては、2020 年 8 月 12 日付「2021 年 3 月期決算短信」に

て未定とさせて頂いておりますが、決算期変更後の 2020 年 4 月 1 日から 2020 年 12 月 31
日につきましても新型コロナウイルス感染症の第二波や影響の長期化の懸念により、依然

として先行きに対する不透明感が継続しており引き続き未定とさせて頂きます。今後、予想

が可能となった時点において、速やかに開示いたします。 
 
４．定款の変更について 

① 内容 
別紙のとおりであります。 

② 日程 
定款変更のための株主総会開催日    2020 年 11 月 13 日（予定） 
定款変更の効力発生日              2020 年 11 月 13 日（予定） 

 
以 上 
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＜別紙＞ 
（下線は変更箇所を示します。） 

現行定款 変 更 案 
第３章 株主総会 

（招集の時期） 
第 11 条 当会社の定時株主総会は、毎年６月にこ

れを招集し、臨時株主総会は、必要があ

る場合に随時にこれを招集する。 
 
（基準日） 
第 12 条 当会社は、毎年３月３１日の最終の株主

名簿に記録された株主をもって、その

事業年度に関する定時株主総会におい

て権利を行使することができる株主と

する。 

第３章 株主総会 
（招集の時期） 
第 11 条 当会社の定時株主総会は、毎年３月にこ

れを招集し、臨時株主総会は、必要があ

る場合に随時にこれを招集する。 
 
（基準日） 
第 12 条 当会社は、毎年１２月３１日の最終の株

主名簿に記録された株主をもって、そ

の事業年度に関する定時株主総会にお

いて権利を行使することができる株主

とする。 
  

第６章 計算 
（事業年度） 
第 30 条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から

翌年３月３１日までの１年とする。 
 
（剰余金の配当） 
第 31 条 当会社は、株主総会の決議により毎年３

月３１日の最終の株主名簿に記録され

た株主又は登録株式質権者に対し、期

末配当を行うことができる。 
   ２ 当会社は、取締役会の決議により毎年

９月３０日の最終の株主名簿に記録さ

れた株主又は登録株式質権者に対し、

中間配当を行うことができる。 
 

附則 
 

（新設） 

第６章 計算 
（事業年度） 
第 30 条  当会社の事業年度は、毎年１月１日から

同年１２月３１日までの１年とする。 
 
（剰余金の配当） 
第 31 条 当会社は、株主総会の決議により毎年１

２月３１日の最終の株主名簿に記録さ

れた株主又は登録株式質権者に対し、

期末配当を行うことができる。 
   ２ 当会社は、取締役会の決議により毎年

６月３０日の最終の株主名簿に記録さ

れた株主又は登録株式質権者に対し、

中間配当を行うことができる。 
 

附則 
 
（経過措置） 
     第 30 条の規定にかかわらず、第 72 期

事業年度は 2020 年 4 月 1 日から 2020
年 12 月 31 日までとする。 

     なお、第 31 条は変更後の定款を適用す

る。 
     なお、本附則は、2021 年 1 月 1 日をも

ってこれを削除する。 
以 上 


